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１　はじめに
日本には戦前から在日コリアン等のオールド
カマーが，戦後も経済や社会の国際化の進展と
ともに，特にバブル期以降日系人等のニュー
カマーが流入し，外国人住民が多く居住する
地域ができてきた。1990年代初めのバブル崩
壊，2008年のリーマンショック，2011年の東日
本大震災等で一時は外国人の流入も滞ったも
のの (1)，景気回復や2020年の東京五輪を控えて，
また政府の成長戦略で外国人労働者の積極的受
け入れを表明し，本年11月１日に技能実習法 (2)
(1) 参照：法務省「出入国管理統計統計表」，http://
www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_nyukan. 
html，同「在留外国人統計（旧登録外国人統
計）統計表」，http://www.moj.go.jp/housei/toukei/
toukei_ichiran_touroku.html，2017年５月１日閲覧。
(2) 技能実習法の主なポイントは以下の３つ。
 ①実習期間が３年から５年に
が施行されたことで，今後ますます外国人の増
加が予想される。
日本の自治体の社会統合政策を振り返ると，
戦前は多民族国家（アイヌ，沖縄，植民地等）
であった日本であるが，戦後しばらくの間の社
会統合政策は，社会福祉の充実や教育機会の
提供等オールドカマー対象のものであった。そ
の後，経済成長とともに外国人が増えていき，
1980年代中盤からの社会統合政策は，子どもの
教育問題や多言語対応等ニューカマーが対象の
 ② 一度帰国後，再来日し２年の再技能実習が可
能に
 ③ 介護にも技能実習生の参入が可能に
 　①②により，実質的に実習期間が最大７年に
延長可能になる。
 参照：法務省「技能実習法による新しい技
能 実 習 制 度 に つ い て 」，http://www.moj.go.jp/
nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri05_00014.
html，2017年11月１日掲載，2017年11月３日閲覧。
論　文
自治体における社会統合政策の現状と課題
― 自治体に対するアンケート調査をもとに ―
吉　田　　　渉
???????：本研究は，自治体を対象に社会統合政策の現状と課題についてアンケート調査を実施
し，その結果を分析したものである。分析により，第１に，約半数が専門部署等を置いて対応している
が拠点や外国人市民会議等を置いている自治体は少ないこと，第２に，過半数が政策の優先度は低く多
文化共生推進プラン等の策定予定もないとする一方，外国人住民の受け入れ意向や協働の必要性を強く
感じていること，第３に，国の政策は不十分と感じ司令塔設置を求めていることが明らかになった。
　現在，労働力不足もあって外国人材のニーズは高いが，国の外国人政策が不十分と考える自治体は多
い。実際，移民は受け入れないとする国の方針と外国人の定住化が進む自らの現場の実態との乖離に困
惑しながらも，対応せざるを得ない自治体の現状が浮き彫りになった。今後は，外国人受け入れについ
ての国民的議論を深め，国が自治体と連携して対応をしていくことが重要であろう。
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ものとなっていった。1995年の阪神大震災以降
は多文化共生という言葉が使われるようになり，
市民の活動から始まったその流れが，外国人住
民が多く住む自治体（外国人集住都市会議 (3)等）
へと移り，2000年以降は政府に対してきちんと
した対応を求める動きが活発化していった。そ
うした中で，国においては2006年「地域におけ
る多文化共生推進プラン (4)」が策定され，総合
的かつ計画的な多文化共生の取組みを促したた
め，自治体では様々な取り組みがなされてきた。
しかし，外国人住民が多く住む自治体におい
ては未だその多くが問題を抱えて解決策を模索
しているが，国は正面からの議論を避け，外国
人政策における基本理念や政策目標も確立して
いない。したがって，問題が顕在化してから初
めて対応することもあり，自治体も後手後手の
対応を迫られている。
本来，外国人政策は国の政策であり，縦割り
の対応ではなく，関連施策を一元化した省庁の
設置等の対応が望まれる (5)。本研究では，これ
(3) 2001年設立。浜松市など日系人を中心とする外
国人住民が多数居住する地域を中心に施策や活
動状況に関する情報交換を行っている。22市町
が現在加盟。
 参照：外国人集住都市会議の概要，http://www.
shujutoshi.jp/，2001年５月７日掲載，2017年５月
１日閲覧。
(4) 参照：総務省「地域における多文化共生推進プラ
ンについて」，http://www.soumu.go.jp/main_content/ 
000400764.pdf，2006年３月27日掲載，2017年５月
１日閲覧。
(5) 参照：内閣府「第２回経済財政諮問会議・産業競争
力会議合同会議　雇用・人材分科会」，http://www5.
cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0404/
shiryo_04_1.pdf，2014年４月４日掲載，2017年５
月１日閲覧。
らも踏まえて，改めて外国人住民が多く住む自
治体を中心に社会統合政策の現状や課題を把握
していく。
２　既存研究と研究目的
２－１　用語の定義
近藤（2009）は，外国人政策を「出入国管理
政策」と「社会統合政策（多文化共生政策）」
の２つに分類しており，出入国管理政策は「外
国人の出入国」を扱い，社会統合政策は「入国
後の社会への包摂局面」を扱うとしている。自
治体の政策について論述する本研究における
「社会統合政策」は，後者の意味で使用するも
のとする。
２－２　既存研究
外国人住民が多く住む自治体の社会統合政策
や多文化共生政策に関する研究では，特定自治
体の政策やそれらを比較した研究と，多数の自
治体を対象に網羅的にアンケート調査等を行っ
た研究がある。
２－２－１　特定自治体の政策についての研究
山田（2000）や中野（2007）は，在日コリア
ン等のオールドカマーに対する政策では先進的
な川崎市における外国人住民の政治参加につい
ての研究を行っている。
ニューカマーである日系ブラジル人の集住す
る自治体についての研究は非常に多くなされて
おり，都築（1999）は，豊田市の外国人受け入
れ政策について浜松市や大泉町と比較研究を行
い，結城ら（2002）は，大泉町や太田市におけ
る在日ブラジル人の教育政策について研究して
いる。李ら（2015）は，豊橋市における外国人
15自治体における社会統合政策の現状と課題
住民政策のあり方についての研究を行っている。
また，楠本（2007）は，外国人集住都市会議
の様々な取り組みについての研究を行っている。
上記の研究をはじめとして特定自治体の政策
については多くの研究がなされているが，外国
人住民比率が比較的高い自治体の政策について
の研究が中心で，それ以外の自治体の政策に関
する研究は少ない。
２－２－２　多数の自治体を網羅的に研究
多数の自治体に対する網羅的な研究は，公的
機関がアンケート調査を行った研究が多く，近
年では，まず国土交通省（2007）が北関東圏の
外国人集住地域の186自治体を対象に実施した
相談窓口や情報提供等についての調査研究があ
げられる。
労働政策研究・研修機講（2011）は，全都道
府県・全市区町村1797自治体を対象に，生活・
就労支援策や予算額等についての大規模な調査
研究を行った。総務省（2012）は，全都道府県
と人口10万以上の361自治体を対象に，災害時
の多言語情報提供等についての調査研究を，三
菱UFJコンサルティング（2013）は，外国人人
口50人以上の1246自治体を対象に，外国人児童
の教育を重点的に調査研究した。
また，李ら（2014）は，外国人住民比率１％
以上の457自治体を対象に，外国人住民の受け
入れや教育・住宅への支援についての調査研究
を，日本国際交流センター（2014・2015）は，
都道府県及び政令指定都市の67自治体を対象
に，外国人支援策や難民受入等について時系列
で調査研究を行った。また，自治体の外郭団体
である国際化協会426対象にも，総務省（2017）
は災害時の対応についての調査研究を行った。
これらの研究は，生活・就労・教育・災害等
の特定分野における外国人住民への支援等につ
いての研究がメインで，外国人住民の参加や協
働という視点での研究や，外国人政策の主体で
ある国の政策に対する評価の研究が少ない。
２－３　研究目的
本研究では，外国人住民が多く住む多数の自
治体を対象にアンケート調査を行い，既存研究
の質問項目を利用して外国人住民に対する政策
の現状を把握していく。また，国の政策に対す
る自治体側からの評価や外国人住民の参加や協
働という視点の質問項目も挿入することで，既
存研究には不足している点を補う。
３　調査概要
３－１　調査概要
今回実施した調査についての概要は，以下の
通りである。
調査地域：日本全国
調査対象：以下の①～④の条件に合う自治体
　①政令指定都市
　②県庁所在地
　③外国人集住都市会議加盟都市
　④ 外国人人口比率３％以上または外国人人
口数1000人以上
サンプル数：360
調 査方法：FAXまたはＥメールによるアン
ケート票の送付・回収
調査時期：2017年８月22日～９月29日
　挨拶状・アンケート票送付：８月22日
　督促挨拶状・アンケート票送付：９月４日
　最終アンケート票回収：９月29日
回収率：66.7％（回収240／サンプル数360）
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調 査項目：全質問項目中，７問がオリジナ
ル。具体的な質問項目は以下の通りである
（表１）。
本研究において，対象自治体の選定基準の基
本となったデータは，平成28年１月１日住民基
本台帳人口・世帯数，平成27年（１月１日か
ら同年12月31日まで）人口動態（市区町村別）
で，外国人住民も含むものである (6)。
(6) 参照：総務省「住民基本台帳に基づく人口，人
口動態及び世帯数（平成28年１月１日現在）」，
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01 
gyosei02_02000122.html，2016年７月13日掲載，
調査対象の選定にあたっては，警察庁が外国
人集住地域と定める「外国人が2000人以上住み
人口割合が高い地域」を参考に (7)，①政令指定
都市②県庁所在地③外国人集住都市会議加盟都
市の３つがすべて調査対象に入るようにした。
その結果，外国人住民比率の目安を３％以上，
外国人住民数の目安を1000人と定め，最終的に
は上の①～③に加え，「外国人住民比率３％以
上または外国人住民数1000人以上」を調査対象
とした。
回収サンプルにおいては，青森市（②県庁所
在地。外国人住民比率0.3％，外国人住民数872
人）と総社市（③外国人集住都市会議加盟都
市。同1.2％，同817人）のみ，④の条件にあて
はまらなかった。
３－２　分析概要
３－２―１　新しい項目の作成
①　外国人住民の国籍別トップ３
Q 1 （3） １位～３位のどれかに出現した場合
にカウントして累積することにより作成した。
これによって，全体像になるべく近づいた大き
な枠での外国人住民の国籍の把握を目指した。
②　担当部署
アンケート票の最終ページの担当部署記入欄
の課名より作成した。これによって，自治体の
庁内での社会統合政策の位置づけや方向性の把
握を目指した（表２）。
2017年５月１日閲覧。
(7) 参照：警察庁「外国人集住地域総合対策の推進
について」，https://www.npa.go.jp/pdc/notification/
keiji/kokusaisousakanrikan/kokusou20090305.pdf，
2009年３月５日掲載，2017年５月１日閲覧。
 参照：日経新聞2016年１月11日社説
表１：アンケート調査質問項目
　（MA…複数回答，OA…自由回答，オ…オリジナル）
Ｑ 1 （1）５年前と比較した外国人住民数の推移
Ｑ 1 （2）外国人住民の最も多い年代
Ｑ 1 （3） 外国人住民の国籍別順位（１位）～（３位）
Ｑ 1 （4）今後10年の外国人住民数の想定推移
Ｑ 2 ．外国人住民の増加による効果（MA）
Ｑ 3 ．外国人住民の増加による課題（MA）
Ｑ 4 ．外国人住民施策に関する庁内体制（MA）
Ｑ 5 ． 外国人住民施策に関する拠点や外国人市民
会議等の設置（MA）
Ｑ 6 ． 外国人住民施策に関する拠点・施設や市民
会議・懇談会の必要性（オ）
Ｑ 7 ．市民会議・懇談会以外の仕組みの有無
Ｑ 8 ． 外国人住民施策に関する連携（A）～（E）（E
のみ「オ」）
Ｑ 9 ．多文化共生推進プラン等の策定状況
Ｑ10．外国人住民の受け入れ方針
Ｑ11．外国人住民に対する施策（MA）
Ｑ12．日本人住民に対する施策（MA）
Ｑ13．外国人住民との協働の必要性（オ）
Ｑ14．政策課題としての外国人政策の優先度
Ｑ15 （1） 外国人住民施策での参考自治体（MA）
（オ）
Ｑ15 （2） 外国人住民施策での先進的自治体（MA）
（オ）
Ｑ16 （1）日本で今後必要な外国人材（MA）
Ｑ16 （2）外国人材が必要な理由（MA）
Ｑ17 （1）欧米等との外国人政策の比較（オ）
Ｑ17 （2） 欧米等との外国人政策の比較理由（OA）
（オ）
Ｑ18．外国人材政策「司令塔」設置の必要性（オ）
Ｑ19．外国人政策全般に対する意見等（OA）
17自治体における社会統合政策の現状と課題
３－２―２　分析項目
今回使用した基本データより，以下の６つの
分析項目を設定した。分析項目の設定において
は，多くの項目の中から質問項目とカイ２乗検
定を行い有意差が出た項目を選び，分析の際は
その中から特徴的なものを選択した。
〔都市規模別〕
〔都市圏別〕
〔外国人集住都市会議加盟別〕
〔外国人人口別〕
〔外国人比率別〕
〔自治体担当部署別〕
また，自治体の社会統合政策における経済的
影響を把握するために，「平成27年国勢調査」
都道府県・市区町村別主要統計表 (8) より，以下
の２つの分析項目を設定した。これらの項目の
設定においても，多くの項目の中から質問項目
(8)  参照：総務省統計局「平成27年　都道府県・市
区町村別統計表（国勢調査）」，http://www.e-stat.
go.jp/SG1/estat/GL08020103.do?_toGL08020103_
&tclassID=000001037709&cycleCode=0&requestSe
nder=search，2017年６月28日掲載，2017年８月１
日閲覧。
とカイ２乗検定を行い，有意差が出た項目を選
び，分析の際はその中から特徴的なものを選択
した。結果的には少子高齢化による労働力不足
が問題化している産業が選択された。しかし，
対象自治体の選定基準の基本データが住民基本
台帳ベースであるのに対して，ここでの設定項
目が国勢調査ベースであることは留意しておか
なければならない (9)。
【製造業就業者率】(10)
【医療・福祉就業者率】(11)
４　調査結果
４－１　調査回答自治体の基本属性
調査回答自治体の基本属性は，以下の通りで
ある（図１）。
４－２　集計結果
クロス集計については，質問と分析項目の関
係を見るためにカイ２乗検定を行い，有意差が
出た項目間クロスで特徴的なものを中心に取
り上げた。尚，無回答がある質問については
(9) 住民基本台帳と国勢調査では時期や方法により
若干データが異なる。「住民基本台帳では，住所
変更せずに転居する人がいるため住民票の届出
場所と実際に住んでいる場所が一致しない場合
がある。一方，国勢調査は，居住実態に沿った
統計作成を目的としており，外国人を含めた日
本の在住者すべてを対象としている。」（総務省
統計局）
 参照：総務省統計局「国勢調査に関するQ&A」， 
http://www.stat.go.jp/data/kokusei/qa.htm，2017年
５月１日閲覧。
(10) 15歳以上の就業者数における産業大分類別の製
造業就業者数の割合
(11) 15歳以上の就業者数における産業大分類別の医
療・福祉関連就業者数の割合
表２：担当課の課名による分類
１． 市民協働（協働，市民，協働推進，市民活動，
市民生活，市民参加）
２． 企画・政策（企画政策，企画経営，経営企画，
総合政策，企画調整）
３． 秘書・広報・総務（市長室）
４． 観光・国際交流（観光交流，国際）
５．文化（文化振興，文化交流，文化スポーツ，
生活文化）
６． 地域振興・まちづくり（地域活動，地域支援，
地域づくり）
７． 人権・男女共同参画（人権，男女共同参画）
８． 多文化共生（多文化，共生，共生社会）
９． その他（生涯学習，自治振興，未来創造，安
全安心，人づくり）
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「NA」のカテゴリーを各質問の末尾に追加し
た。
４－２－１　外国人住民の概況
【Q 1 （1）・（4） 外国人住民数の推移】
外国人住民数は，５年前と比較して増加して
いる自治体が多く（77.5％），今後10年も70.4％
が増加を想定している（図２・図３）。
都市圏別では首都圏でともに増加が多い
（95.1％，85.2％）が，近畿圏ではともに減少が
多い（33.3％，54.2％）。また，製造業就業者率
が高くなるほど，５年前と比較した外国人住民
数の増加は少なくなっている（図２・図３）。
【Q 1 （2） 外国人住民の年齢構成】
外国人住民の年齢構成では20代（55.8％）が
最も多く，医療・福祉就業者率が高くなるほ
ど，30代以下の若年層が少ない（図４）。
【Q 1 （3） 外国人住民の国籍別順位】
国籍では中国が１位の自治体（52.5％）が最
も多く，ついでブラジル（18.8％）が多い。２
位では韓国（28.8％），中国（26.3％）が多い
が，ブラジル（4.6％）は少ない（表３）。
１位～３位を累積した新設の国籍別トップ３
では中国（93.3％），フィリピン（65.4％），韓
国（50.8％）の順に多くなっている。特徴的な
のはブラジルで，１位では中国に次いで２番目
だが，国籍別トップ３では５番目（31.7％）と
図４：外国人住民の年齢構成
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医療・福祉
就業者率
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都市会議加
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自治体担当
部署別
外国人人口
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製造業就業
者率
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50万人以上 30万人以上 10万人以上 5万人以上 5万人未満
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首都圏 中京圏 近畿圏 その他
6.7 13.3 80.0 
加盟都市 県庁所在地 その他
5.4 7.1 11.7 17.5 17.9 40.4 
2万人以上 1万人以上 5000人以上 3000人以上 2000人以上 2000人未満
6.3 6.3 8.8 23.3 41.7 13.8 
5％以上 4％以上 3％以上 2％以上 1％以上 1％未満
23.3 16.7 11.3 18.3 6.3 7.9 6.3 4.2 5.8 
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人権・男女共同参画 多文化共生 その他
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30％以上 20％以上 10％以上 10％未満
18.8 22.5 37.9 20.8 
13％以上 11％以上 9％以上 9％未満
図１：調査回答自治体の基本属性
（ｎ＝240，単位：％（以降すべて図は％））
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20％以上(n=79)
10％以上(n=100)
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図２：外国人住民数の推移（５年前比）
図３：外国人住民数の推移（10年後想定）
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72.2 
67.0 
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46.7 
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72.7 
37.5 
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4.2 
16.7 
27.2 
24.2 
46.7 
7.4 
25.0 
54.2 
29.7 
 
2.9 
1.6 
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2.3 
8.3 
2.2 
4.2 
11.1 
2.9 
1.6 
7.4 
3.3 
50万人以上(n=24)
30万人以上(n=36)
10万人以上(n=103)
5万人以上(n=62)
5万人未満(n=15)
首都圏(n=81)
中京圏(n=44)
近畿圏(n=24)
その他(n=91)
3.8
表３：外国人住民の国籍別順位（n＝240，単位：％）
中国 韓国
フィ
リピ
ン　
ベト
ナム
ブラ
ジル
台湾 米国 タイ
ネパー
ル　　
イン
ドネ
シア
ペルー
その
他　
国籍別
（１位）
52.5 11.3 11.3 3.3 18.8 0.4 0 0.4 0.4 0.4 0 1.3
国籍別
（２位）
26.3 28.8 21.7 11.7 4.6 0.4 1.3 0.8 0 0 3.8 0.8
国籍別
（３位）
14.6 11.3 32.5 20.4 8.3 1.3 2.5 0 2.5 0.8 1.7 4.2
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なり，地域による人口偏在が読み取れる（図
５）。
実際，都市圏別でブラジルは中京圏（68.2％）
では最も多いが首都圏（14.8％）では少ない。
また，製造業就業率が30％以上（100％）では
ブラジルの比率が高い（図６）。
【Ｑ 2 ．外国人住民の増加による効果】
外国人住民増加による効果では，「多言語・
多文化を学ぶきっかけ」（69.6％）「地域の労働
者が増える」（68.8％）「地域の消費者が増える」
（62.5％）の順に多い（図７）。
「地域の労働者が増える」は，都市圏別では
中京圏（84.1％）や外国人集住都市会議加盟都
市（93.8％）で多い（図８）。
【Ｑ 3 ．外国人住民の増加による課題】
外国人住民増加による課題では，「災害時の
対応困難」（85.8％）「多言語化」（82.5％）「学
校での対応困難」（75.8％）が多い（図９）。
都市圏別では近畿圏で「災害時の対応困難」
（79.2％）「多言語化」（75.0％）「学校での対応
困難」（66.7％）がいずれも少ない（図10）。
図５：外国人住民の国籍別トップ３
図６：外国人住民の国籍別トップ３（都市圏別等）
図７：外国人住民の増加による効果
図８：外国人住民の増加による効果（都市圏別等）
図９：外国人住民の増加による課題
93.3 
50.8 
65.4 
35.4 
31.7 
2.1 
3.8 
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その他
NA
84.1 
61.4 
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75.0 
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地域の労
働者増
地域の消
費者増
多言語・多
文化の…
中京圏(n=44)
集住都市会議
加盟都市
(n=16)
82.5 
60.8 
38.3 
75.8 
85.8 
24.2 
25.8 
6.7
1.7
多言語化
共生進んでない
地域住民の不安
学校での対応困難
災害時の対応困難
社会保険の未加入増
生活保護費増
その他
NA
図10：外国人住民の増加による課題（都市圏別）
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４－２－２　外国人住民施策に関する庁内体制
等
【Ｑ 4 ．外国人住民施策に関する庁内体制】
外国人住民施策に関しては「専門部署・担当
を設置」しているが最も多い（48.8％）。「専門
部署・担当を設置」は，外国人人口が２万人以
上（69.2％）で多い（図11）。
「専門部署・担当を設置」している自治体の
担当部署では，市民協働（27.4％）が最も多く，
観光国際交流（23.1％）が続いている一方，多
文化共生（7.7％）は少ない（表４）。
【Q 5 ．外国人住民施策に関する拠点や外国人
市民会議等の設置】
拠点や外国人住民が参加する外国人市民会
議等については「どちらも設置していない」
（56.7％）が最も多い（図12）。
「拠点・施設を設置」（69.2％）「市民会議・
懇談会を設置」（61.5％）は，外国人人口が
２万人以上で多い（図12）。
【Q 6 ．外国人住民施策に関する拠点や市民会
議等の必要性】
拠点や市民会議等の必要性は強く感じられて
いる（必要（計）79.6％）（図13）。
外国人人口が多い自治体で必要性が強く感じ
られている（図13）。
【Ｑ 7 ．市民会議・懇談会以外の仕組みの有無】
市民会議・懇談会以外の仕組みは，ない自治
体が最も多い（67.1％）（図14）。
市民会議・懇談会以外の仕組みは，担当部署
別では多文化共生（仕組みあり（計）80％）で
表４：専門部署・担当設置自治体の担当部署（単位：％）
市民協
働　　
観光・
国際交
流　　
企画・
政策
地域振
興・ま
ちづく
り　　
人権・
男女共
同参画
多文化
共生　
秘書・
広報・
総務　
その他 文化
専門部署・
担当を設置
（n＝117）
27.4 23.1 12.8 9.4 7.7 7.7 4.3 4.3 3.4
48.8 
7.9 
12.9 
33.3 
69.2
23.1
0
15.4
専門部署・担当を設置
部局横断チームを設置
その他
未設置
総数(n=240)
外国人2万人
以上(n=13)
図11：外国人住民施策に関する庁内体制
図12：外国人住民施策に関する
　　 　拠点や市民会議等の設置
図13：外国人住民施策に関する
　　　 　拠点や市民会議等の必要性
図14：市民会議・懇談会以外の仕組みの有無
31.3
0.0 
18.3
7.5
56.7
69.2
0.0 
61.5
7.7
30.8
拠点・施設
拠点・施設（過去）
会議・懇談会
会議・懇談会（過去）
未設置
総数
(n=240)
外国人2
万人以
上(n=13)
都市
規模
39.6 
79.2 
36.1 
39.8 
27.4 
33.3 
40.0 
16.7 
44.4 
39.8 
46.8 
40.0 
15.0 
11.1 
15.5 
21.0 
20.0 
3.3 
2.8 
2.9 
4.8 
6.7 
2.1 
4.2 
5.6 
1.9 
総数(n=240)
50万人以上(n=24)
30万人以上(n=36)
10万人以上(n=103)
5万人以上(n=62)
5万人未満(n=15)
必要性を感じる どちらかといえば必要性を感じる
どちらかといえば必要性を感じない 必要性は感じない
NA
外国
人人
口
69.2 
70.6 
46.4 
45.2 
27.9 
30.9 
23.1 
29.4 
35.7 
35.7 
39.5 
47.4 
14.3 
19.0 
20.9 
15.5 
3.6 
4.7 
5.2 
7.7 
7.0 
1.0 
2万人以上(n=13)
1万人以上(n=17)
5000人以上(n=28)
3000人以上(n=42)
2000人以上(n=43)
2000人未満(n=97)
集住都 56 3 12 5 31 3加盟都市( 16)
外国
人人
口
17.1 
53.8 
41.2 
14.3 
21.4 
14.0 
8.2 
13.8 
23.1 
5.9 
3.6 
21.4 
23.3 
9.3 
67.1 
23.1 
52.9 
75.0 
52.4 
62.8 
81.4 
2.1 
7.1 
4.8 
1.0 
総数(n=240)
2万人以上(n=13)
1万人以上(n=17)
5000人以上(n=28)
3000人以上(n=42)
2000人以上(n=43)
2000人未満(n=97)
仕組みあり（外国人のみ） 仕組みあり（外国人・日本人） 仕組みなし NA
市会議
担当
部署
.  
14.3 
12.5 
3.7 
25.0 
6.7 
36.8 
6.7 
60.0 
7.1 
.  
16.1 
20.0 
3.7 
15.9 
13.3 
20.0 
28.6 
.  
69.6 
65.0 
88.9 
56.8 
93.3 
63.2 
66.7 
20.0 
64.3 
2.5 
3.7 
2.3 
13.3 
n=
市民協働(n=56)
企画・政策(n=40)
秘書・広報・総務(n=27)
観光・国際交流(n=44)
文化(n=15)
地域振興・まちづくり(n=19)
人権・男女共同参画(n=15)
多文化共生(n=10)
その他(n=14)
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多い（図14）。
【Ｑ 8 ．外国人住民施策に関する連携】
施策に関する現在の連携先としては都道府県
（56.3％）や支援団体（69.2％）が多く，今後
の連携先では国（40.4％）や市区町村（47.9％）
や商工会・農協等（46.7％）が多い（表５）。
都市規模が大きくなるほど，都道府県と「連
携している」が多くなる傾向がある。外国人集
住都市会議加盟都市や担当部署別の多文化共生
では，Ａ～Ｅすべてにおいて「連携＋今後連
携」が非常に多い（表５）。
４－２－３　外国人住民施策の取り組み状況等
【Ｑ 9 ．多文化共生推進プラン等の策定状況】
多文化共生推進プラン等の策定状況では，策
定済は36.3％となっている（図15）。
都市規模が大きくなるほど策定済は多くなる
傾向がある。外国人集住都市会議加盟都市では
策定済（81.3％）が多い（図15）。
【Ｑ10．外国人住民の受け入れ方針】
外国人住民の受け入れ意向は強い（受け入れ
る（計）75.8％）（図16）。
都市規模の50万人以上では，受け入れ意向は
それほど強くない（受け入れる（計）58.3％）
（図16）。
表５：連携先（単位：％）
A．国や国の機関 B．都道府県 Ｃ．他の市区町村 Ｄ．支援団体 Ｅ．商工会や農協等
ｎ 連携 今後連携
連携予
定ない 連携
今後
連携
連携予
定ない 連携
今後
連携
連携予
定ない 連携
今後
連携
連携予
定ない 連携
今後
連携
連携予
定ない
総　　数 240 22.5 40.4 34.6 56.3 27.5 14.2 24.2 47.9 25.4 69.2 18.8 10.8 13.8 46.7 36.7
????50万人以上 24 63 25 13 88 13 0 38 46 13 79 17 4 25 46 21
30万人以上 36 25 44 28 56 31 11 31 50 17 75 17 6 33 39 25
10万人以上 103 22 38 37 57 24 16 25 47 25 67 18 13 10 45 44
５万人以上 62 8 50 39 50 32 16 15 53 31 73 19 8 5 58 34
５万人未満 15 13 33 53 27 47 27 20 33 47 40 27 33 13 33 53
会都集
議市住 加盟都市 16 50 38 13 88 13 0 100 0 0 94 6 0 44 38 19
?????２万人以上 13 54 23 23 77 23 0 39 39 23 77 15 8 31 23 39
１万人以上 17 47 29 18 82 6 6 47 35 6 82 6 6 35 47 12
5000人以上 28 36 36 29 61 25 14 36 50 14 75 14 11 21 46 32
3000人以上 42 19 55 26 57 24 19 26 45 29 74 17 10 12 45 43
2000人以上 43 16 42 37 51 30 14 28 40 28 56 26 14 12 51 33
2000人未満 97 14 39 43 50 33 16 12 56 30 68 21 11 7 49 41
???? 市民協働 56 11 46 41 64 21 14 23 52 25 73 20 7 4 52 45
観光・国際交流 44 39 39 23 71 23 7 34 46 18 73 21 7 34 46 18
多文化共生 10 60 30 10 100 0 0 40 40 20 100 0 0 40 50 10?????????13％以上 45 40 42 13 69 22 4 27 49 20 69 20 9 29 44 22
11％以上 54 26 33 39 52 32 15 26 50 22 80 15 6 15 46 35
９％以上 91 18 42 39 60 23 15 23 48 26 66 22 11 7 48 42
９％未満 50 12 44 42 42 36 20 22 44 32 64 16 18 12 46 42
36 3 1 710 4 51 3 0 4総数(n=240)
策定済 策定中 今後策定予定 策定する予定はない NA
都市
圏
集住都
市会議
外国
人人
口
都市
規模
50万人以上(n=24)
30万人以上(n=36)
10万人以上(n=103)
5万人以上(n=62)
5万人未満(n=15)
首都圏(n=81)
中京圏(n=44)
近畿圏(n=24)
その他(n=91)
加盟都市(n=16)
2万人以上(n=13)
1万人以上(n=17)
5000人以上(n=28)
3000人以上(n=42)
2000人以上(n=43)
2000人未満(n=97)
.  
70.8 
41.7 
36.9 
24.2 
13.3 
22.2 
40.9 
50.0 
42.9 
81.3 
61.5 
64.7 
57.1 
33.3 
37.2 
22.7 
.  
5.6 
3.2 
1.2 
8.3 
1.1 
4.8 
2.1 
.  
4.2 
16.7 
9.7 
9.7 
13.3 
17.3 
6.8 
4.2 
7.7 
7.7 
29.4 
7.1 
9.5 
9.3 
9.3 
.  
25.0 
36.1 
52.4 
62.9 
73.3 
59.3 
52.3 
37.5 
47.3 
18.8 
30.8 
5.9 
35.7 
52.4 
51.2 
66.0 
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図15：多文化共生推進プラン等の策定状況
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【Ｑ11・Ｑ12．外国人・日本人住民に対する施策】
外国人住民に対しては「各文書・表示・案
内の多言語化」（81.3％）「日本語の習得支援」
（80.8％）を（図17），日本人住民に対しては
「多文化理解や外国語の学習に関する講座の設
置」（71.3％）「外国人と日本人の交流イベント
の開催」（68.8％）を実施している自治体が多
い（図18）。
【Ｑ13．外国人住民との協働の必要性】
外国人住民との協働の必要性は非常に強く感
じている（必要（計）94.2％）（図19）。
都市規模が大きくなるほど，外国人人口が多
くなるほど，協働の必要性は強くなる傾向があ
る（図19）。
【Ｑ14．政策課題としての外国人政策の優先度】
外国人政策の優先度は自治体の中では高くな
い（高い（計）28.4％）（図20）。
しかし，都市規模が大きくなるほど，外国人
人口が多くなるほど，優先度は高くなる傾向が
あり，都市規模50万人以上（同58.3％），外国
人人口２万人以上（同69.3％）では優先度は高
い（図20）。
図19：外国人住民との協働の必要性
図20：政策課題としての外国人政策の優先度
図17：外国人住民に対する施策
図18：日本人住民に対する施策
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図16：外国人住民の受け入れ方針
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【Ｑ15 （1） （2） 外国人住民施策での参考自治体・
先進自治体】
外国人住民施策で参考にしている自治体や先
進的だと考える自治体は「特にない」（78.8％，
64.2％）が最も多いが，参考自治体では新宿，
川崎・大泉の順に多く，先進自治体では新宿・
川崎，大泉の順に多い（図21）。
（4）今後の外国人政策
【Ｑ16 （1） （2） 今後必要な外国人材とその理由】
今後必要な外国人材は「看護士・介護士」
（55.8％）「高度人材」（49.2％）が多く（図22），
その理由としては「労働力不足」（62.5％）「地
域の国際化推進」（43.8％）が多くあげられて
いる（図23）。
製造業就業率が高い就業率30％以上の自治体
で「人手不足業界」（57.7％）が多い（図22）。
【Ｑ17 （1） （2） 欧米等との外国人政策の比較と
その理由】
欧米と比べて日本の外国人政策が不十分と考
える自治体は多い（十分ではない（計）65.4％）
（図24）。
外国人集住都市会議加盟都市（同93.8％）で
は不十分が非常に多い（図24）。
日本の外国人政策を不十分と考える理由とし
ては，「移民は受け入れないとする国の方針と
外国人の定住化が進む実態との乖離」や「国か
ら自治体への丸投げ」や「生活者としての外国
人という視点での議論の不足」など国への批判
や注文が非常に多くあげられる一方で，「日本
人の意識として受け入れ準備が整っていない」
や「多文化共生の教育が不十分」等受け入れる
側の日本人の意識改革や受け入れ体制の整備の
必要性もあげられた。以下は主な理由を抜粋し
たものである。
・外国人の受入れに係る出入国管理政策と受け
入れ後の多文化共生政策との連動が考慮され
ていない。
図21：外国人住民施策での参考自治体・先進自治体
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図22：今後必要な外国人材
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・移民政策が明確にされていない現状があるこ
とや，外国人を受け入れた後の体制が整って
いないこと，また観光客や高度人材に対する
議論に比べて生活者としての外国人という視
点が欠けている。
・末端の受け入れ体制不十分な状況下で実施さ
れており，長期的視点及び課題を踏まえての
政策が必要である。
・保険や年金に未加入の外国人の実態把握が困
難である。また，特に需要が高まっている医
療通訳サービスの実施状況や受入体制が全国
的に見ると十分に整っているとはいえない。
・日本は出入国管理政策については根拠法が示
されているが，多文化共生政策に関する根拠
法がない。他国は，移民法等を制定し，出入
国管理政策と社会統合政策が一体となった外
国人政策の策定に向かいつつある。
・日常会話もほとんどできない多くの外国人に
対して入国を許可しているにもかかわらず，
入国後の対応を市町村任せにしている。
・定住・永住化傾向が進むなか，移民政策では
ないとの国の方針と現状が合っておらず，施
策がニーズに追いついていない。
・増加する外国人に対し方針は示されるが，具
体的な施策が行われているとは言えない。
・実体は「移民政策」であるべきなのに，意図
的に避けている。「移民」という言葉ではな
く，「定住化外国人」対策として施策を練る
べき。
・国の具体的な方針が不明確であるため，自治
体としても，基本的な対応方針が見えてこな
い。
・国の外国人関係施策を横断的に調整できる専
門省庁等の設置が必要である。
・国では出入国政策のみ議論が進み，外国人の
入国後の生活支援については地方自治体主導
となっている。
・国の役割が見えない。
・外国人政策に係る国の窓口が各省庁の縦割り
となっており，取組みに一貫性がない。ま
た，自治体に対する財政支援も他の政策に比
べて手薄である。
・日本人住民の意識として，外国人住民を受け
入れる準備が整っていない。
・受け入れ側である日本人に対する多文化共
生，国際協力に関する教育等が不十分だと考
える。
・日本全体として政策や外国人に対する意識が
欧米等の先進国に比べ十分ではない。
【Ｑ18．外国人材政策「司令塔」設置の必要性】
外国人材政策における「司令塔」設置の必要
性を強く感じている自治体は多い（必要（計）
76.3％）（図25）。
都市規模が小さくなるほど必要性は強く，
５万人未満（同86.6％）では必要性は強い。外
国人集住都市会議加盟都市（同81.3％）でも必
要性は強い（図25）。
【Ｑ19．外国人政策全般に対する意見等】
外国人政策全般に対しては，様々な意見が見
られた。国に対しては「明確な基本方針の提示」
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図25：外国人材政策「司令塔」設置の必要性
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と「外国人施策を一元化した組織の設置」を求
める声が，企業に対しては，日本の文化・習慣
や保険・年金制度等「日本で暮らすための基本
的知識の教育」を求める声が強かった。また，
「やさしい日本語」の積極的な利用や，受け入
れ側となる地域や日本人住民の意識づくりの重
要性もあげられた。一方，ヨーロッパの現状等
を受けて，受け入れに対して慎重な意見も見ら
れた。以下は主な意見を抜粋したものである。
・総務省の多文化共生推進プランから10年たつ
が，あまり動きがない。
・年金制度等への理解が低く，未納者も多い。
外国人住民も高齢化することが予想されるこ
とから，早めの法整備，ルールづくりが必要
である。
・移民政策を推進する場合は，欧州で起こって
いる各種の支障事例を研究した上で，対応策
を検討する必要がある。
・国として移民政策を正面から議論し，法律を
作り，外国人庁のような組織を設けるべき。
・外国人の受入れに必要な施策に対し，財政的
な裏付けが必要である。
・我が国のあるべき将来像についての議論をよ
り深め，国において多文化共生のための諸施
策を踏まえた受入れの明確な基本方針を示す
とともに，受入れに関する施策を総合的に調
整・推進する組織を設置し，外国人住民との
共生に係る制度設計や施策の確実な実施が図
られることを期待する。
・国の外国人施策を一元化した外国人庁を設置
し，取組みを強化してほしい。
・多言語化を推進するよりやさしい日本語を広
げることが重要であり，今後定住する外国人
が日本語を取得することが最も重要である。
・在住する外国人が多国籍化する中，それぞれ
の母国語に翻訳して周知する方法では時間や
費用が膨大となるため，やさしい日本語を利
用した周知方法を広く活用し，その結果外国
人の日本語習得の向上につなげていきたい。
・外国人の受入企業は日本で暮らすことについ
てのルールや日本の文化・習慣，保険制度や
年金制度について教育すべき。
・外国人は日本語を学ぶ，日本人はやさしい日
本語や外国語を学ぶ等，文化や言語を理解
し，お互いの歩み寄りが必要。
・今後，日本としてどのような外国人を受け入
れていくかということだけでなく，受け入れ
た外国人がいかにして日本社会の一員として
活躍できるかということについても，国民的
議論を踏まえて検討していくことが必要。
・労働者人口を確保するうえで外国人労働力を
活用していく必要は感じている一方，労働力
の受入れ側となる地域での意識づくりや文化
の共有等が重要になる。
・外国人の日本語力を高めること，および国際
理解の啓発を国・県が積極的に取り組んでい
ただきたい。
・庁内の連携をうまくすることを考えなければ
いけない。
・ヨーロッパで起きている現在の状況が，今後
日本で起こる可能性もあることを考え，外国
人の受入について慎重に考える必要性を感じ
る。
・性急に外国人の受入れを進めれば，逆にコ
ミュニティの混乱や崩壊につながりかねず，
慎重に議論していく必要がある。
・人口減少時代において，労働力の担い手等の
必要性は感じるが，それらの人々に気を配り
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すぎて，日本人にとって住みづらい社会にな
らないよう併せて考える必要がある。
・在住外国人の割合や国籍等については地域に
よる差が非常に大きく，総括的に取り組むの
は難しい問題かもしれない。
４－３　相関分析
アンケート票の質問と分析項目の関係，また
質問間の関係を見るために，相関分析を行っ
た。その結果，以下のような相関が認められ
た（Pearsonの相関係数0.4以上の項目のみ選択
した）。特に強い相関が見られたのがQ 8 （連携
先） （A） （B） （C）間の関係であった。また，一
番多くの相関を示したのがQ13（外国人住民と
の協働の必要性）で，Q 6 （拠点や市民会議等
の必要性）やQ 8 との相関が見られた（表６）。
５　まとめ
外国人住民は，本研究からも20代のアジア出
身者を中心として，今後も増加が想定される。
増加によって地域の労働者・消費者等が増える
等の効果があるが，災害時や学校現場での対応
困難等の課題も出ている。プラス面とマイナス
面の両面を把握しつつ対応していくことが今後
も必要とされる。
外国人住民に対しては，約半数の自治体が専
門部署・担当を置いて対応している一方，拠点
や外国人市民会議等を置いている自治体は多数
ではないが，その必要性は強く感じられてい
る。施策に関する現在の連携先としてはNPO
など支援団体が最も多いが，今後の意向も含め
ると多様な連携先との連携を求めていることが
わかった。これは，これまでと同様の方法では
対応しきれない課題が発生しているために，多
様な連携を求めている自治体の姿が感じられ
る。
過半数の自治体が外国人政策の優先度は低
く，多文化共生推進プラン等の策定予定もない
とする一方で，外国人住民の受け入れ意向や外
国人住民との協働の必要性は強く感じている。
政策面では優先順位は低いが，その重要性につ
いては強く認識しているのであろう。
現在の日本においては，労働力不足もあって
外国人材のニーズは高いが，欧米と比べて国の
外国人政策が不十分と考える自治体は多い。実
際に，移民は受け入れないとする国の方針と外
国人の定住化が進む自らの現場の実態との乖離
に困惑しながらも，対応せざるを得ない自治体
の現状が浮き彫りになった。
今後は，ヨーロッパの先行事例を教訓にし
て，外国人受け入れについての国民的議論を深
め，国が基本方針を定めて，組織的に自治体と
連携して対応をしていくことが必要であろう。
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